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当社のコーポレート・ガバナンスの状況は以下のとおりです。

Ⅰコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及び資本構成、企業属性その他の基本情報

１．基本的な考え方

当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、「コーポレート・ガバナンスに関する基本方針」として規定しております。

コーポレート・ガバナンスに関する基本方針

１．基本的な考え方

当社は、経営の効率性と適法性の確保並びに株主に対する透明性の確保を柱としてコーポレート・ガバナンスを追求し、その充実に継続的に取り
組むことによって、当社の持続的成長と中長期的な企業価値の向上を図る。そのために、次の基本的な考え方に沿って、コーポレート・ガバナンス
の充実に取り組む。

（１）株主の権利と平等性を確保すること

（２）ステークホルダーとの適切な協働に努めること

（３）適切な情報開示と透明性を確保すること

（４）取締役会等の責務を適切に果たすこと

（５）株主と建設的な対話を行うこと

２．株主の権利・平等性の確保

当社は、株主が有する権利の行使が円滑に行えるよう環境整備を行う。また、全ての株主に対して、その持分に応じて平等に扱い、株主間で情報
格差が生じないよう適時適切に情報開示を行う。

３．ステークホルダーとの適切な協働

当社は、ＥＳＧの観点を強化した企業経営を推進し、株主をはじめ従業員、顧客、取引先、債権者、地域社会その他のステークホルダーとの適切
な協働やその利益の尊重に努める。また、当社の役員及び従業員は、ＢＢＳグループ行動規範ガイドラインを遵守する。

４．適切な情報開示と透明性の確保

法令に基づく適切な開示は、もちろんのこと、株主との建設的な対話を行う上で有用な財務及び非財務情報を積極的に開示する。

５．取締役会等の責務

取締役会は、株主に対する受託者責任・説明責任を踏まえ、会社の持続的成長と中長期的な企業価値向上を促し、収益力・資本効率の改善を図
る責務を負う。それを有効に機能させるために、執行役員制度や独立社外役員の活用、取締役会の構成員、取締役会の運営に配慮する。

６．株主との対話

株主との建設的な対話を積極的に行い、株主の関心や懸念に耳を傾けるとともに、経営方針、経営戦略、経営計画等をわかりやすく説明するよう
努力する。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則を実施しない理由】

すべてを実施しております。

【コーポレートガバナンス・コードの各原則に基づく開示】

【補充原則１－２－４】（議決権電子行使プラットフォームへの参加その他機関投資家の議決権行使環境向上に向けた取組み、招集通知の英文で
の提供）

当社では、2022年６月の株主総会より招集通知の英訳及び議決権電子行使プラットフォームの利用を開始しております。

引き続き機関投資家や海外投資家を含む株主との建設的な対話を促進してまいります。

【原則１－４】（政策保有株式についての保有方針及び議決権行使基準）

政策保有株式に関する保有方針は、当該株式会社との取引の維持・拡大のために有効であり、当社の持続的成長と中長期的な企業価値向上に
寄与すると判断した場合に保有することとしています。また毎年、当該方針に基づき個別の政策保有株式について継続保有すべきか否かについ
て検討致します。

政策保有株式に関する議決権行使基準は、議決権行使助言会社（ＩＳＳやグラスルイス社）の議決権行使方針を勘案しつつ、政策保有方針に合致
するかどうかを総合的に判断することとしています。

【原則１－７】（関連当事者間の取引をする場合の手続き及び監視体制）

当社が、役員や主要株主等との取引（関連当事者間の取引）を行う場合は、会社や株主共同の利益を害することのないよう、第三者との通常の
条件による取引であることの確認をいたします。役員及び役員が代表者となっている法人（当社の100%子会社を除く）との競業取引及び利益相反
取引は、取締役会審議・決議事項であり、主要株主等との取引は稟議事項としております。



【補充原則２－４－１】（中核人材の登用等における多様性の確保についての考え方及び目標の開示）

当社は、ダイバーシティ＆インクルージョンに関する基本方針を当社ホームページに掲載しております。また、女性役員、女性管理職等女性活躍
推進に関する実績、目標値及び採用者、障がい者雇用等多様性確保に関する状況を有価証券報告書及び当社ホームページに掲載しておりま
す。

【原則２－６】（企業年金のアセットオーナーとしての機能発揮）

企業年金の積立金の運用が、従業員の資産形成並びに当社の財政状態にも影響を与えることを踏まえ、さらには企業年金がアセットオーナーと
して期待される機能を実効的に発揮できるよう、管理本部が主担当となって、運用を委託している運用機関から定期的に運用状況やスチュワード
シップ活動等に関する報告を受け、企業年金制度が適切に運用されるよう努めております

加えて当社は公認会計士企業年金基金にも参加しており、基金から定期的に資産の運用状況、その他基金運営の実態に関する報告を受け、必
要に応じて意見を申し述べるようにしています。

また、従業員の老後資産形成に資するよう、2018年４月に確定拠出年金制度を導入し、従業員に対し資産運用に関する投資教育を定期的に実施
するようにしてまいります。

【原則３－１】（情報開示の充実）

（１）経営理念、経営戦略、経営計画等

当社の経営理念は、「１．お客様の企業価値の向上を通して、社会に貢献すること　２．お客様の発展の原動力となること　３．お客様の利益増加
に貢献すること」であります。そして、「コンサルティング」「システムインテグレーション」「マネージメントサービス（ＢＰＯ）」の３つの事業を循環して提
供する「ＢＢＳサイクル」をビジネスモデルとしております。この３つの事業を一気通貫で提供できることが当社グループの強みであり、「ＢＢＳサイク
ル」によって「経営会計」分野でNo.1になることを目標にしております。当社グループでは、2021年度から３年間の中期経営計画を策定し、推進して
いますが、この「企業理念」や「ＢＢＳサイクル」に変更はありません。

新たに中期経営計画を策定するにあたり、変化する時代と、変化しない当社グループの基本理念を照らし合わせ、2030年度のゴールとして、連結
売上収益1,000億円、連結営業利益100億円を設定いたしました。

2030年のゴールに向かう最初の３年の計画が、現在の中期経営計画-BBS2023「Make Hybrid Innovations」-になります。その重要な３か年計画の

テーマに「Make Hybrid Innovations」を定めました。その意味するところは、「デジタルとアナログ」、「人財と技術」、「クラウドとオンプレ」など、どちら

かだけに傾倒するわけではなく、必ずハイブリッドな形でお客様の未来を開拓していくことであります。そのためには「会計×戦略」、「既存サービス
×新規サービス」など様々な掛け算によってお客様の課題解決を行っていく必要があります。その様々な掛け算をＢＢＳサイクルに反映し、お客様
により深い解決策を提供してまいります。そして解決策の提供に当たっては「品質」がとても重要であると考えております。特にこの３年間は一層の
品質強化に努め、お客様からのさらなる信頼向上を図っていきます。

2023年4月からの第57期（当期）は、中期経営計画『BBS 2023～Make Hybrid Innovations～』の最終年度になります。前期は順調に推移いたしまし

たので、当期も戦略面、計数面ともにしっかりと取り組み、中期経営計画の目標達成に向け取り組んでまいります。

　当期は、『DX・人財・品質のハイブリッドイノベーションを完成させる』という方針を掲げました。「デジタルトランスフォーメーション（DX）」「人財」「品
質」の３つを特に意識して、様々な分野でイノベーションを起こしたいという想いを込めたものです。

①デジタルトランスフォーメーション（DX）

～ソリューション・BPO・社内業務の３つの局面において、BBSグループが半歩先を行くDXを実現し、お客様のDX推進を支援する～

DX推進委員会統括の下、お客様のDX推進へのサポートと社内のDX推進への体制を構築し、推進してまいりました。今期は加えてグループ会社
のDX推進にも取り組んでまいります。

②人財強化

～100年存続企業を目指しBBS2030 売上収益1,000億円を実現するために、人財の育成、採用を強化し、相応しい体制を構築する～

BBSグループでは従前より人材を最も重要な経営資源だと捉え、“人財”と表記をしてまいりました。BBS2030の売上目標を達成し、サステナブル
に成長・発展していくためには、人財の確保と充実した育成・教育が欠かせません。前期より人財の採用につきましては、インターンシップの拡大
や中核人財の採用など、戦略的な採用を強化し、また、BBSグループの次世代を担う人財の教育についても強化してまいりました。

当期は、これらの活動を一層強化するとともに、100年存続企業に相応しい人事制度の改革にも着手いたします。

③品質の更なる強化

～コンサル/SIの企画・設計段階での「事前」品質を更に強化するとともに、BPO品質を向上する～

お客様へのサービス提供に当たり、品質を高めていくことは永遠のテーマだと考えています。現在の中期経営計画では、コンサルティング・システ
ム開発事業につきましては、特に“事前”品質という観点での品質向上に取り組んでおります。また、マネージメントサービス（ＢＰＯ）事業につきま
しては、障害管理プロセスの状況把握など品質保証本部によるモニタリングを強化しております。

当期は、各部門のグランドデザイン（事業活動計画）作成時から品質管理部門の関与を強め、さらに高いレベルの品質強化活動を計画・推進して
まいります。

（２）コーポレート・ガバナンスの基本方針

コーポレート・ガバナンスの基本方針は、本報告書の「１．１．基本的な考え方」に記載の通りです。

（３）取締役等の報酬決定の方針と手続き

当社の取締役報酬制度の基本方針は以下の通りです。

（中長期の業績向上、持続的な企業価値向上）

取締役個々の職責に応じた適正かつ適切な対価とし、また、当社グループの短期及び中長期の業績向上と持続的な企業価値向上に向け動機づ
けとなる報酬体系及び報酬水準とする。

（株主との利害共有、透明性、公正性、合理性、客観性）

株主との利害共有を図り、説明責任が果たせる透明性・公正性・合理性・客観性が確保された報酬体系及び報酬決定手続きとする。

（ステークホルダーの信頼）

ＥＳＧの観点を強化した企業経営を推進するに当たり、関連するステークホルダーの信頼と支持を得られるよう、透明性のある適切な取締役報酬
ガバナンスを確立する。

（報酬体系、水準についての宣言）

報酬体系及び報酬水準については、経営者として、当社グループの持続的な企業価値向上に貢献し、また、当社コーポレート・ガバナンスに資す
る優秀な人財を登用できることを勘案する。

（報酬委員会設置による決定プロセス）



社外取締役を主体に構成する任意の諮問委員会の設置を進め、報酬の妥当性等の検証を諮問することにより客観性・合理性を確保するととも
に、経済情勢、当社業績または他社報酬水準等の動向を踏まえて随時見直すものとする。

（会社の経営理念との関連）

当社の経営理念及び社訓の精神に則り取締役のチャレンジ精神を促すものであることとする。

当社の取締役の報酬決定の手続きは以下の通りです。

当社の業務執行取締役の報酬は、「基本報酬」、「賞与」、及び「株式報酬」により構成されます。また、業務執行から独立した立場の社外取締役
の報酬については、「基本報酬」のみによって構成されます。

報酬委員会は、取締役会からの諮問により、取締役（監査等委員を除く）の報酬決定要綱に関わる内容、取締役（監査等委員を除く）の個別の報
酬等の内容等を審議し、取締役会に対して助言・提言を行います。

「基本報酬」については、代表取締役社長が、報酬委員会の助言・提言に従い、取締役（監査等委員を除く）の個別の報酬を決定します。

「賞与」及び「株式報酬」については、報酬委員会の助言・提言に従い、その総額や各取締役への配分方法について取締役会で決議しておりま
す。

なお、監査等委員の報酬については、監査等委員会において決定しております。

（４）取締役候補者等の選解任・指名についての方針と手続き

当社は、2020年11月の取締役会において、任意の委員会である指名委員会の設置を決議しました。株主総会に付議する取締役の選解任議案に
ついては、指名委員会が取締役会の諮問に応じて審議し、取締役会に対して助言・提言を行います。取締役会は、指名委員会の助言・提言を踏
まえ、株主総会に付議する取締役の選解任議案を決議します。取締役候補者指名のための基準等は、指名委員会にて定めております。

（５）個々の選解任・指名についての説明

新任取締役候補者及び社外取締役候補者の選任理由は、株主総会招集ご通知において開示することとしております。また、全取締役候補者につ
いての経歴を株主総会招集ご通知に記載しております。なお、解任された取締役はおりません。

【補充原則３－１－２】（英語での情報の開示・提供）

当社は、2022年3月期第１四半期決算短信より英文の概略を、2022年3月期決算説明会より英文の説明資料を当社ホームページにて掲載してお
ります。また外部調査会社による英文の調査レポートを当社ホームページに掲載しております。

2022年6月の株主総会より英文の招集通知を当社ホームページに掲載しております。更に2023年6月の株主総会より株主総会参考書類まで英訳
を拡大致しました。

【補充原則３－１－３】（ＴＣＦＤまたはそれと同等の枠組みに基づく開示）

（サステナビリティへの取組みについて）

当社は、取締役会の監督の下、グループ全体のサステナビリティ関連の経営意思決定機関として、代表取締役社長を委員長とする「サステナビリ
ティ委員会」を設置して、サステナビリティの課題に関する方針策定、意思決定、教育、仕組みの構築、運営、モニタリングを実践しています。

当社は、サステナビリティへの取組みについて、その方針、体制、目標、実績等を有価証券報告書及び当社ホームページに掲載し、開示しており
ます。

（人的資本や知的財産への投資について）

当該事項については、前掲【原則３－１】（情報開示の充実）（１）経営理念、経営戦略、経営計画等、①及び②に記載しております。

（ＴＣＦＤまたはそれと同等の枠組みに基づく開示）

気候変動に係るリスク及び収益機会が自社の事業活動や収益等に与える影響については、「ガバナンス」「戦略」「リスク管理」「指標と目標」を体
系的に整理し、有価証券報告書及び当社ホームページに掲載し、開示しております。

【補充原則４－１－１】（取締役会が業務執行を委ねるにあたって、範囲を明確に定めること）

当社は、執行役員制度を導入し、経営意思決定と業務執行の責任と権限を明確にし、取締役会決議事項の迅速な示達を行うための体制を構築し
ております。取締役会においては、法令及び定款で定められた重要事項等の意思決定をし、執行役員等で構成する経営会議及びグループ会社
の代表取締役で構成するグループ経営会議において、取締役会で決定された事項を具体的に執行するための協議や決定を行います。

【原則４－９】（独立社外取締役選任にあたっての独立性判断基準）

独立社外取締役の選任にあたっては、会社法が定める社外取締役の要件及び東京証券取引所が定める独立役員の独立性判断基準に基づいて
行っています。

【補充原則４－１０－１】（任意の仕組みの活用）

取締役会の下に、任意の委員会として独立社外取締役を主要な構成員とする独立した指名委員会、報酬委員会を設置しています。

指名委員会は、取締役会の諮問に応じて、取締役の選任・解任に関する事項、代表取締役の選定・解職に関する事項、取締役役付執行役員の
選定・解職に関する事項等について審議をし、取締役会に対して助言・提言を行うことを目的として設置されています。委員は、社長及び過去に社
長を務めた取締役、独立社外取締役、管理本部担当取締役で構成されています。指名委員会の委員は、独立社外取締役が構成人数の過半数を
超えるよう選任され、委員長は、独立社外取締役が務めることとされています。指名委員会は必要に応じて開催されますが、定期開催として毎年
の個々の取締役の選任・解任に関わる事項の審議を毎年1月までに行い、審議結果を取締役会にて決議いたします。

報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて、取締役の報酬決定要綱に関わる内容及び取締役の個別の報酬等の内容等について審議をし、取締
役会に対して助言・提言を行うことを目的として設置されています。委員は、社長及び過去に社長を務めた取締役、独立社外取締役、管理本部担
当取締役で構成されています。報酬委員会の委員は、独立社外取締役が構成人数の過半数を超えるよう選任され、委員長は、独立社外取締役
が務めることとされています。報酬委員会は必要に応じて開催されますが、定期開催として毎年の個々の取締役の報酬の審議を毎年５月までに
行い、審議結果を取締役会にて決議いたします。

【補充原則４－１１－１】（取締役会全体としての知識・経験・能力のバランス、多様性及び規模に関する考え方）

業務執行取締役には、営業部門、製造部門（コンサルティング・システム開発、マネージメントサービス（ＢＰＯ））、管理部門の各責任者、グループ
会社の代表取締役等、特定の分野に偏ることのない知識・経験・能力のバランスを考慮した選任を行っております。社外役員は複数名とし、独立
性の判断基準に基づいて選任しております。また、他社での経営経験者を１名以上選任することとしております。監査等委員は全員社外取締役と
し、会計監査の経験のある公認会計士を含めることとしております。取締役の選考に際しては、コンピテンシー、ジェンダー、年齢を踏まえた多角
的な意見の抽出と意思決定の適時性が両立できるよう、配慮しております。



当社が取締役に対して期待する分野・スキルにつきましては、スキル・マトリックスをご参照ください。

【補充原則４－１１－２】（取締役が他の上場会社の役員をしている場合の兼任状況）

株主総会招集ご通知、有価証券報告書等によって開示しております。業務執行取締役は、当社グループ以外の他の上場会社の役員は兼任して
おらず、取締役の業務に専念できる体制となっております。社外取締役は、当社の取締役としての業務に支障がない範囲に留めております。

【補充原則４－１１－３】（取締役会全体の実効性に関する分析・評価結果）

コーポレート・ガバナンス委員会が主体となり、（１）取締役会の構成、（２）取締役のトレーニング、（３）取締役会の運営、審議の活性化、（４）リスク
管理、（５）業績評価、（６）情報開示、投資家との関係に関しての実効性について、全取締役に対しアンケート調査をし、その結果を分析・評価しま
した。評価の結果、総括的に取締役会全体の実効性は、有効であるという結論となりました。年々評価点が向上しており、全体として実効性が高
まっていると判断しております。一方で、リスクのフォロー体制や運営・審議の活性化などの課題も認識されております。これらの課題につきまして
は、取締役間でのコミュニケーションをより一層強化してまいります。

【補充原則４－１４－２】（取締役に対するトレーニングの方針）

当社の取締役トレーニングは、取締役が自己のスキル向上や期待される役割に応じた知見、能力の向上のために必要なトレーニングを、自ら選
択し受講することを基本としており、当社は、取締役が効果的かつ効率的にトレーニングを選択し受講できるよう「取締役トレーニングMAP」を作成
して支援するとともに、具体的なトレーニングメニューの提供などによりトレーニングの機会を保障しております。

この方針に則り、取締役のトレーニングは、原則として個々の取締役による選択受講となりますが、情報セキュリティやサステナビリティに関する研
修や、業界動向をキャッチアップするための外部機関との定例情報交換会など共通する課題に関する研修については全取締役向けに実施してお
ります。また、社外取締役向けには、社内で開催している事例発表会やOne Day Session（営業セミナー）への参加を促し、当社事業を理解するた

めの機会を提供しております。

【補充原則５－１－１】【補充原則５－１－２】（株主との建設的な対話を促進するための体制整備等の方針）

管理本部担当の取締役による統括の下、経営企画部（経営企画、IR、法務）、総務部（総務）、経理部（財務、経理）が連携して、株主等とのコミュ
ニケーションを行っております。定期的な情報発信としては、株主総会での当社事業や業績の説明の他、年２回決算説明会を実施しております。
また、決算説明会での説明内容や質疑応答については、当社ホームページにて公開しております。

機関投資家とのミーティングは、管理本部担当の取締役が随時実施しております。当該ミーティングは、国内外の機関投資家（主にファンドマネー
ジャー）と行っており、業績に関わる事項のほか、資本政策や株主還元方針、中長期的な経営方針など、幅広く意見交換を行っております。この結
果に関しては、適宜代表取締役及び取締役会にフィードバックをしており、その後の事業計画や配当方針等に反映しております。

その他、当社ホームページにおいて、株主へのＩＲ情報を適時に開示し、お問い合わせからのご質問に対し、真摯に回答させて頂いております。

また、株主、機関投資家等との対話は複数名で実施しており、インサイダー情報の管理を行っています。

【補充原則５－１－３】（株主構造の把握）

株主構造については半期毎に取締役会に報告しており、更に定期的に株主調査を実施することで実態株主を把握しております。

【原則５－２】【補充原則５－２－１】（経営戦略や経営計画の策定・公表）

当社グループが目標とする経営指標に、「連結営業利益率 8.5%」「自己資本利益率(ROE) 14%」があります。第56期(2023年3月期)の実績は、連結

営業利益率は8.7%と目標を上回っていますが、自己資本利益率(ROE)は連結子会社であるグローバルセキュリティエキスパート株式会社（以下、G
SX）の株式を一部売却した影響もあり、13.0%と目標を下回りました。2023年5月にGSXの株式を更に一部売却したためROEは更に低下することが
想定されます。

これらの状況を踏まえ、当社では、自己株式の取得や配当性向の見直しなどの株主還元の強化施策を実施し、資本効率の向上に努めてまいりま
した。第57期においても、目標とする連結配当性向を40%に引き上げ資本効率を高めてまいります。また、増加した自己資本（現金及び預金）につ
いては、人的資本や、先進技術、M&A等の当社グループの成長に資する分野に戦略的に投資し、収益性の向上も推進してまいります。

なお、2023年5月のGSX株式の売却については、後掲「Ⅰ５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情」に記載しており
ます。

２．資本構成

外国人株式保有比率 10%以上20%未満

【大株主の状況】

氏名又は名称 所有株式数（株） 割合（％）

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（信託口） 943,500 7.41

ＢＢＳグループ従業員持株会 823,454 6.47

株式会社日本カストディ銀行（信託口） 643,100 5.05

ＪＦＥシステムズ株式会社 600,000 4.71

株式会社日立ソリューションズ 520,000 4.08

株式会社プロネクサス 500,000 3.92

株式会社ケイ・ワイ 408,000 3.20

ＣＡＣＥＩＳ ＢＡＮＫ ＦＯＲ （ＥＱＵＩＴＩＥＳ） ＮＯＮ ＴＲＥＡＴＹ ＵＣＩＴＳ ＣＬＩＥＮＴＳ 390,900 3.07

ＦＣＰ　ＳＥＸＴＡＮＴ　ＧＲＡＮＤ　ＬＡＲＧＥ 295,938 2.32

日本マスタートラスト信託銀行株式会社（役員報酬ＢＩＰ信託口・75813口） 280,100 2.20

支配株主（親会社を除く）の有無 ―――



親会社の有無 なし

補足説明

―――

３．企業属性

上場取引所及び市場区分 東京 プライム

決算期 3 月

業種 情報・通信業

直前事業年度末における（連結）従業員
数

1000人以上

直前事業年度における（連結）売上高 100億円以上1000億円未満

直前事業年度末における連結子会社数 10社以上50社未満

４．支配株主との取引等を行う際における少数株主の保護の方策に関する指針

―――

５．その他コーポレート・ガバナンスに重要な影響を与えうる特別な事情

2023年5月、当社は連結子会社であるグローバルセキュリティエキスパート株式会社（以下、GSX）の株式を一部売却し、GSXは当社の持分法適用
関連会社に異動しました。

当社は、経営会計を基軸にした「総合バックオフィスサポーター」をめざし、コンサルティング、システム構築や運用、BPOを提供するBBSサイクル
をお客様に提供しており、このBBSサイクルにより一層集中して資源投入を行うことが必要だと考えております。

一方、GSXにおいては当社グループの連結経営状況や収支計画等に左右されることなく、迅速な意思決定により進めていくことが重要だと考えて
おります。

今般、GSXが当社の持分法適用関連会社になることが、両社の企業価値向上に資する、と判断したため、株式を売却しました。

本株式の売却によりGSXは当社グループの連結範囲から外れますが、今後も従来と同様、当社グループの一員としてグループ各社と連携し、事
業を行ってまいります。

なお、子会社の管理方法として、当社は原則として「関係会社管理規定」に従い、子会社の管理を行っております。同規定では、重要な経営意思
決定項目について、その程度に応じ事前承認または事後報告を義務付けております。

但し、上場子会社については、同規定で定めるすべての事項について事前承認は免除され、事後報告に留めております。

Ⅱ経営上の意思決定、執行及び監督に係る経営管理組織その他のコーポレート・ガバナンス体制の状況

１．機関構成・組織運営等に係る事項

組織形態 監査等委員会設置会社

【取締役関係】

定款上の取締役の員数 21 名

定款上の取締役の任期 1 年

取締役会の議長 社長

取締役の人数 14 名



社外取締役の選任状況 選任している

社外取締役の人数 6 名

社外取締役のうち独立役員に指定され
ている人数

6 名

会社との関係(1)

氏名 属性
会社との関係(※)

a b c d e f g h i j k

長家弘明 弁護士

香川尚彦 他の会社の出身者 ○

渡邉　秀俊 公認会計士

長谷川　洋一 他の会社の出身者

矢野　奈保子 公認会計士

中島　康晴 公認会計士

※　会社との関係についての選択項目

※　本人が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「○」、「過去」に該当している場合は「△」

※　近親者が各項目に「現在・最近」において該当している場合は「●」、「過去」に該当している場合は「▲」

a 上場会社又はその子会社の業務執行者

b 上場会社の親会社の業務執行者又は非業務執行取締役

c 上場会社の兄弟会社の業務執行者

d 上場会社を主要な取引先とする者又はその業務執行者

e 上場会社の主要な取引先又はその業務執行者

f 上場会社から役員報酬以外に多額の金銭その他の財産を得ているコンサルタント、会計専門家、法律専門家

g 上場会社の主要株主（当該主要株主が法人である場合には、当該法人の業務執行者）

h 上場会社の取引先（d、e及びｆのいずれにも該当しないもの）の業務執行者（本人のみ）

i 社外役員の相互就任の関係にある先の業務執行者（本人のみ）

j 上場会社が寄付を行っている先の業務執行者（本人のみ）

k その他

会社との関係(2)

氏名
監査等
委員

独立
役員

適合項目に関する補足説明 選任の理由

長家弘明 　 ○ ―――

弁護士として高度な知見・見識や豊富な経験に
基づき、経営陣から独立して公正な立場から提
言や業務執行に対する適切な監督を行うこと
ができます。

独立役員としての要件を満たしており、コーポ
レートガバナンスの強化を図ることができます。

香川尚彦 　 ○

社外取締役香川尚彦氏は、当社の株主で
ある株式会社日立ソリューションズ（以
下、HISOL社という。）の取締役常務執行
役員です。

HISOL社が保有する弊社株式は、発行済
株式の4.08%であり、HISOL社への売上
は、2023年3月期で66百万円（総売上収益
の0.18%）計上しております。

システム会社の役員としての豊富な経験と見
識を有し、一般投資家保護の観点で、経営陣
から独立して提言・監督することができます。

独立役員としての要件を満たしており、コーポ
レートガバナンスの強化を図ることができます。

HISOL社の弊社株式の保有割合は、発行済株
式の4.11%（議決権割合4.08%）であり、また、HIS
OL社への売上は、総売上収益の0.18%であり、
重要な影響は無いと判断しております。むし
ろ、香川氏の個人の経験と見識を活かすことに
よって、取締役会の機能強化が図れ、ひいては
一般投資家保護に資すると考えています。

渡邉　秀俊 ○ ○ ―――

長年の公認会計士としての高い見識と専門的
能力及び経験を踏まえ、一般投資家保護の観
点で、経営陣から独立して提言・監督すること
ができます。独立役員としての要件を満たして
おり、コーポレートガバナンスの強化を図ること
ができます。



長谷川　洋一 ○ ○ ―――

経営者としての豊富な経験と東南アジアに関す
る見識があり、当社のグローバル展開にあたっ
て、経営陣から独立してリスク管理を含めた助
言・監督をすることができます。独立役員として
の要件を満たしており、コーポレートガバナンス
の強化を図ることができます。

矢野　奈保子 ○ ○ ―――

長年の公認会計士としての高い見識と専門的
能力及び経験を踏まえ、一般投資家保護の観
点で、経営陣から独立して提言・監督すること
ができます。独立役員としての要件を満たして
おり、コーポレートガバナンスの強化を図ること
ができます。

中島　康晴 ○ ○ ―――

長年の公認会計士としての高い見識と専門的
能力及び経験を踏まえ、一般投資家保護の観
点で、経営陣から独立して提言・監督すること
ができます。独立役員としての要件を満たして
おり、コーポレートガバナンスの強化を図ること
ができます。

【監査等委員会】

委員構成及び議長の属性

全委員（名） 常勤委員（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
委員長（議長）

監査等委員会 4 1 0 4 社外取締役

監査等委員会の職務を補助すべき取締
役及び使用人の有無

なし

現在の体制を採用している理由

現在、監査等委員会の職務を補助すべき専任の取締役または使用人はおりませんが、監査等委員会の指示または必要に応じて監査室（内部監
査部門）および管理本部が補助を行っております。監査等委員会と監査室(内部監査部門)、会計監査人とのコミュニケーションは良好で、かつ、監
査等委員会の監査業務実務に知見のある公認会計士が常勤監査等委員と非常勤監査等委員に就任しており、効率よく監査業務が遂行できる体
制を構築しております。

監査等委員会、会計監査人、内部監査部門の連携状況

監査等委員会と監査室（内部監査部門）は監査計画段階から監査の実施、監査の結果報告・監査結果の評価等の各段階での定例協議会のほ
か、必要に応じて随時情報交換をしており、法令改正等への対応を含む監査上の課題等について状況把握を行います。

また、監査等委員会の監査にあたっては監査室(内部監査部門)の監査結果を活用するとともに、監査室は監査等委員会との協議により、必要に
応じて監査等委員会が要望する内部監査を実施し、その結果を監査等委員会に報告いたします。

監査等委員会と会計監査人は監査計画段階から、監査の実施、監査の結果報告等の定例報告会のほか、会計監査人の監査実施に随時立ち合
うとともに、緊密に情報交換をしており、新しい会計基準などへの対応を含む監査重点項目への対処・課題等について状況を把握しております。

監査室（内部監査部門）と会計監査人が必要に応じて随時協議をするほか、監査等委員会と会計監査人との定期的な報告会には、監査室（内部
監査部門）も出席し、三者の監査計画、監査実施、監査結果等の情報を共有化するとともに、監査各段階での協議を通じて三者の監査が効率よ
く、かつ、適正に実施されるように業務遂行します。

【任意の委員会】

指名委員会又は報酬委員会に相当する
任意の委員会の有無

あり

任意の委員会の設置状況、委員構成、委員長（議長）の属性



委員会の名称 全委員（名）
常勤委員

（名）
社内取締役

（名）
社外取締役

（名）
社外有識者

（名）
その他（名）

委員長（議
長）

指名委員会に相当
する任意の委員会

指名委員会 7 0 2 5 0 0
社外取
締役

報酬委員会に相当
する任意の委員会

報酬委員会 7 0 2 5 0 0
社外取
締役

補足説明

指名委員会は、取締役会の諮問に応じて、取締役の選任・解任に関する事項、代表取締役の選定・解職に関する事項、取締役役付執行役員の
選定・解職に関する事項等について審議をし、取締役会に対して助言・提言を行うことを目的として設置されています。委員は、社長及び過去に社
長を務めた取締役、独立社外取締役、管理本部担当取締役で構成されています。指名委員会の委員は、社外取締役が構成人数の過半数を超え
るよう選任され、委員長は、独立社外取締役が務めることとされています。指名委員会は必要に応じて開催されますが、定期開催として毎年の
個々の取締役の選任・解任に関わる事項の審議を毎年1月までに行い、審議結果を取締役会にて決議いたします。

報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて、取締役の報酬決定要綱に関わる内容及び取締役の個別の報酬等の内容等について審議をし、取締
役会に対して助言・提言を行うことを目的として設置されています。委員は、社長及び過去に社長を務めた取締役、独立社外取締役、管理本部担
当取締役で構成されています。報酬委員会の委員は、社外取締役が構成人数の過半数を超えるよう選任され、委員長は、社外取締役が務めるこ
ととされています。報酬委員会は必要に応じて開催されますが、定期開催として毎年の個々の取締役の報酬の審議を毎年５月までに行い、審議
結果を取締役会にて決議いたします。

【独立役員関係】

独立役員の人数 6 名

その他独立役員に関する事項

当社は、独立役員の資格を充たす社外役員を全て独立役員に指定しております。

【インセンティブ関係】

取締役へのインセンティブ付与に関する
施策の実施状況

業績連動報酬制度の導入

該当項目に関する補足説明

当社は、業績連動報酬制度として、当年度の業績貢献意欲を高めることを目的に「賞与」を、中長期的な業績向上と企業価値向上への貢献意欲
を高めることを目的に株式報酬制度「役員報酬ＢＩＰ信託」を導入しております。

「賞与」は、連結営業利益の一定率を賞与総額とし、予め設定した役位ごとのポイントに応じて配分します。

「役員報酬ＢＩＰ信託」は、毎期、役位及び業績達成度に応じてポイントを付与し、取締役退任時に当該ポイントに応じた当社株式を交付します。

ストックオプションの付与対象者

該当項目に関する補足説明



―――

【取締役報酬関係】

（個別の取締役報酬の）開示状況 個別報酬の開示はしていない

該当項目に関する補足説明

有価証券報告書、事業報告にて、取締役の報酬につき社内外別に各々の総額を開示しています。

2023年３月期の当社の取締役の年間報酬額は、次の通りです。

・取締役（監査等委員を除く）報酬　12名　363百万円（うち　社外取締役　1名　 1百万円）

・取締役（監査等委員）報酬　　　　 5名　 23百万円（うち　社外取締役　5名　23百万円）

報酬の額又はその算定方法の決定方針
の有無

あり

報酬の額又はその算定方法の決定方針の開示内容

取締役の報酬については、報酬委員会が取締役の報酬決定要綱に関わる内容及び取締役の個別の報酬等の内容等について審議をし、取締役
会に対して助言・提言を行います。報酬委員会では、【原則３－１】（３）取締役等の報酬決定の方針と手続きに記載の取締役報酬制度の基本方針
に基づき、報酬の水準や構成について審議します。

報酬水準については、経済情勢や当社グループの業績、他社水準の動向を踏まえて随時に検証又は見直すものとしております。報酬水準を検討
するための基準企業をピアグループ企業として複数社選定し、モニタリングしてまいります。

当社の業務執行取締役の報酬は、「基本報酬（固定報酬）」、「賞与（業績連動報酬）」、及び「株式報酬（非金銭の業績連動報酬）」により構成され
ます。また、業務執行から独立した立場の社外取締役の報酬については、「基本報酬」のみによって構成されます。

「固定報酬」と「業績連動報酬」の比率については、取締役報酬制度の基本方針に則り、より企業価値向上の動機付けとなる報酬体系にするた
め、他企業の状況を参考にしつつ、６：４の比率を目標としてまいります。また、賞与（短期インセンティブ）と株式報酬（長期インセンティブ）の比率
についても、６：４の比率を目標としてまいります。全体として、「基本報酬（固定報酬）」、「賞与（業績連動報酬）」、及び「株式報酬（非金銭の業績
連動報酬）」の比率が６０：２４：１６になるよう目指してまいります。

【社外取締役のサポート体制】

社外取締役の専属スタッフは置いていませんが、管理本部及び監査室が社外取締役の職務執行を補佐しています。

２．業務執行、監査・監督、指名、報酬決定等の機能に係る事項（現状のコーポレート・ガバナンス体制の概要）

当社は、監査等委員会設置会社であり、社外役員として社外取締役６名（うち監査等委員４名）を選任し、次の通りコーポレート・ガバナンスを強化
する体制を構築しております。

１．取締役会

取締役会は、６名の社外取締役・独立役員を含む14名（うち監査等委員４名）で構成し、毎月定時取締役会に加え、必要に応じて臨時取締役会を
開催し、法定事項及び重要な業務に関する事項についての審議を行うとともに、業務執行の監督を行っております。

また、当社取締役（監査等委員である取締役を除く）が子会社の取締役を兼務し、子会社の重要事項については、当社取締役会で審議ないし報
告されます。

なお、社外取締役は、代表取締役等と直接利害関係のない独立した有識者や経営者から選任し、取締役会の監督機能強化を目的とするもので
す。

また、取締役（監査等委員である取締役を除く）の任期を１年とし、毎年、取締役としての適性について株主総会で審判を仰いでおります。

現在、取締役会（女性取締役１名含む）においてダイバーシティ経営について議論し、育児と仕事の両立を可能にする等、女性の活躍促進に向け
て管理職や役員の育成についての検討をしております。

２．監査等委員会

監査等委員会は、４名の監査等委員である取締役で構成され、４名全員が社外取締役であり、独立役員として指定しております。



監査等委員は、取締役会その他の重要な会議に出席する他、取締役等からその職務の執行状況を聴取すること等により、業務執行の全般を監
査・監督し、監査等委員会では監査等委員相互の情報共有を図ることにより、監査・監督機能の充実に努めています。

また、３名の監査等委員は、公認会計士としての高い見識と、財務会計に関する専門的知識及び経験を有しております。

３．コーポレート・ガバナンス委員会

コーポレート・ガバナンス委員会は、当社及び当社のグループ会社が、経営の効率性、適法性及び透明性を確保し、当社グループの持続的成長
及び中長期的な企業価値の向上を図るための体制、施策等について検討・評価し、コーポレート・ガバナンスの継続的な充実・向上に資することを
目的に取締役会の諮問機関として設置しております。

その役割は、大所高所から当社グループの企業価値向上へのアドバイスをすること、今後のコーポレート・ガバナンスの在り方について検討する
こと等であり、メンバーは原則として社外取締役及び管理担当取締役を取締役会で選任しております。

４．指名委員会

指名委員会は、取締役の指名・解任等に係る取締役会の機能の独立性・客観性と説明責任を強化することを目的に取締役会の諮問機関として設
置しております。

指名委員会は、取締役会の諮問に応じて、取締役の選任・解任に関する事項、代表取締役の選定・解職に関する事項、取締役役付執行役員の
選定・解職に関する事項等について審議をし、取締役会に対して助言・提言を行っております。

５．報酬委員会

報酬委員会は、取締役の報酬等に係る取締役会の機能の独立性・客観性及び説明責任を強化することを目的に取締役会の諮問機関として設置
しております。

報酬委員会は、取締役会の諮問に応じて、取締役の報酬決定要綱に関わる内容及び取締役の個別の報酬等の内容等について審議をし、取締
役会に対して助言・提言を行っております。

具体的には、取締役報酬制度の基本方針を定め、報酬の内容、基本報酬と業績連動報酬の割合、役職別の配分、業績評価の方法等の検討・見
直し等を行っております。

６．サステナビリティ委員会

サステナビリティ委員会は、当社及び当社グループが環境・社会と調和した活動を行い、永続的な成長・発展に資することを目的に設置しておりま
す。

サステナビリティ委員会は、グループ横断的なサステナビリティ活動の方針及び活動の内容等につき審議・決定をし、当該決定に関する当社グ
ループの取り組みを指示・統括しております。

７．ＤＸ推進委員会

ＤＸ推進委員会は、当社及び当社グループがデジタル技術を活用した優れたソリューションの提供と、社内業務のためのＤＸについて検討し、デジ
タル技術の活用を軸とした発展に資することを目的に設置しております。

ＤＸ推進委員会は、ＤＸ推進方針及び活動の内容等につき審議・決定をし、当該決定に関する当社グループの取り組みを指示・統括しております。

８．執行役員、経営会議

執行役員制度を導入し、経営意思決定と業務執行の責任と権限を明確にし、取締役会決議事項の迅速な示達を行うための体制を構築しておりま
す。

管理担当取締役が事務局となって、取締役（社外取締役を除く）及び執行役員で構成する「経営会議」を毎月開催し、経営方針の確認、業務報
告、業務執行上の課題と対策について議論をしております。

なお、監査等委員も出席し、協議・審議内容に関してモニタリングしております。

９．グループ経営会議

グループ管理統括取締役が事務局となって、当社取締役（社外取締役を除く）及び連結子会社の代表で構成する「グループ経営会議」を毎月開催
し、経営方針の確認、業績報告、経営及び業務上の課題と対策についての議論等を行うことを通して、グループ全体の統制を図っております。

なお、監査等委員も出席し、協議・審議内容に関してモニタリングしております。

３．現状のコーポレート・ガバナンス体制を選択している理由

当社が監査等委員会設置会社制度を採用しているのは、監査等委員である取締役が取締役会で議決権を有するとともに、監査等委員以外の取
締役の指名や報酬に関して株主総会で意見を述べることができることから、取締役会の監督機能が強化されるためです。

また、それを補完するために、コーポレート・ガバナンス委員会、指名委員会及び報酬委員会を設置し、役員の選任や報酬その他コーポレート・ガ
バナンス強化に関する議論をしております。

Ⅲ株主その他の利害関係者に関する施策の実施状況

１．株主総会の活性化及び議決権行使の円滑化に向けての取組み状況

補足説明

株主総会招集通知の早期発送 2023年６月２日に発送いたしました。

集中日を回避した株主総会の設定 2023年６月23日に開催いたしました。

電磁的方法による議決権の行使
2017年６月の定時株主総会からインターネットを通じた電磁的方法による議決権の行使を
採用しています。



議決権電子行使プラットフォームへの参
加その他機関投資家の議決権行使環境
向上に向けた取組み

2022年６月の定時株主総会から議決権電子行使プラットフォームを利用した電磁的方法
による議決権の行使を採用しています。

招集通知（要約）の英文での提供 2022年６月の定時株主総会から招集通知（要約）の英文での提供を行っております。

その他 2021年６月の定時株主総会から株主総会のライブ配信を行っております。

２．ＩＲに関する活動状況

補足説明

代表者
自身に
よる説
明の有

無

ディスクロージャーポリシーの作成・公表
当社ホームページに「情報開示の基本方針」等、ディスクロージャーポリシーの
内容の詳細について記載しております。

アナリスト・機関投資家向けに定期的説
明会を開催

年２回実施しています。 あり

IR資料のホームページ掲載

決算情報、決算情報以外の適時開示資料、アナリスト向け会社説明会用資料
等を掲載しております。

英語での情報の開示・提供として、2022年３月期第１四半期より決算短信を、2
022年５月より決算説明会資料を当社ホームページにて掲載しております。ま
た外部調査会社による英文の調査レポートを当社ホームページに掲載してお
ります。

IRに関する部署（担当者）の設置 管理本部経営企画部内に広報・ＩＲ担当を設置しています。

３．ステークホルダーの立場の尊重に係る取組み状況

補足説明

環境保全活動、ＣＳＲ活動等の実施

当社グループは、「お客様の企業価値の向上を通して、社会に貢献すること」を経営理念に
掲げ、創業以来社訓の精神である「創造」・「責任」・「連帯」を遵守して経営を進めていま
す。お客様にＩＴ技術と経営コンサルティングの融合による経営イノベーションを提唱するこ
とで、お客様とともに成長・発展し、社会に貢献してきました。

一方、2015年の国連サミットにおいて、グローバルな社会課題を解決し持続可能な世界を
実現するための国際目標であるＳＤＧｓが採択される等、企業を取り巻く環境は大きく変化
し、サステナビリティが非常に重要な課題となっています。

当社グループは、この大きな変化の中で、自社のサステナビリティ活動を経営の重要項目
と位置づけ、当社グループ一体でサステナビリティ活動を推進するため、「サステナビリティ
委員会」を設置しております。

また、同じ問題意識を持つ企業に対しては、その問題解決のためのソリューションを提供
し、事業を通じて貢献していきます。

サステナビリティに関する方針、体制、目標、実績等については当社ホームページにて掲
載しております。

Ⅳ内部統制システム等に関する事項

１．内部統制システムに関する基本的な考え方及びその整備状況

当社グループは、「顧客の利益増加に貢献すること」という使命を果たし、「お客様の夢を形に。共にＯＮＬＹ　ＯＮＥの存在へ。」という当社グループ
のアイデンティティを具現化するとともに、「ＢＢＳグループ社員行動規範」を遵守するために、２００６年５月に会社法及び会社法施行規則に従い
「内部統制システム基本方針」を制定いたしました。

また、現在会計を専門とするコンサルティングファームとして、金融商品取引法に規定する財務報告の信頼性の確保を目的とする内部統制の整
備にも鋭意取り組んでおります。

１．当社及び当社子会社の取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制



（１）当社は、取締役をはじめとする全従業員がとるべき行動の基準・規範を示した「ＢＢＳグループ社員行動規範」を制定し、これを当社グループ
の企業活動の企業倫理として当社グループの全従業員が遵守する。

（２）当社の取締役は、当社グループ全体におけるコンプライアンスの遵守及びその徹底を率先垂範するとともに、その実践的運用を行う体制を構
築し、当社グループの全従業員に対するコンプライアンス教育を実施する。

（３）当社は、常勤取締役で構成される「コンプライアンス委員会」を設置し、当社グループのコンプライアンス体制の整備、計画及び問題点等の把
握を行う。

（４）当社グループにおいて法令、社内規則や社会倫理に反すると疑われる行為があった場合、これを直接通報できる体制を確保する。このため
に、当社グループに、「内部通報制度運用規程」を定め、通報窓口として社外弁護士を含む「コンプライアンス・ホットライン」を設置する。通報者に
おいては、本人の希望により匿名性が約束され安全と利益が保証される。コンプライアンス委員会は、必要に応じ通報事実についての調査を指
揮・監督し、代表取締役と協議の上、必要と認められる適切な対策を行う。必要であると認めた場合、当社グループ内において事実を開示し、対
策及び結果について周知徹底する。

（５）当社は、代表取締役社長直轄の監査室を設ける。監査室は、当社グループの業務全般に関し法令、定款及び社内規程の遵守状況、職務の
執行の手続及び内容の妥当性等につき、定期的に内部監査を実施し、その結果を代表取締役社長及び監査等委員会に対して報告するとともに、
内部監査により判明した指摘事項についてフォローアップを実施し当社グループ全体のコンプライアンスの推進に努める。

（６）当社グループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力による不当要求等に対して毅然とした態度を堅持し、また反社会的勢
力との関係を遮断することに努め、公共の信頼を維持し、健全な企業経営を実現する。

２．取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

（１）取締役は、その職務の執行に係る以下の文書（電磁的記録を含む。以下同じ）、その他の重要な情報を社内規程に基づき各々の担当職務に
従い適切に保存、管理する。

１）株主総会議事録及びその関連資料

２）取締役会議事録及びその関連資料

３）取締役が主催するその他の重要な会議の議事の経過の記録

４）取締役を決定者とする決定書類及び付属書類

５）その他取締役の職務の執行に関する重要な文書

（２）上記（１）に定める文書は少なくとも10年間保管するものとし、株主を含む権限者及び必要な関係者が閲覧できる体制を維持する。

（３）取締役会の議長は、情報の保存及び管理を監視・監督する責任者となり、この任務には会社法所要の議事録の作成に係る職務を含むものと
する。

３．当社及び当社子会社の損失の危険の管理に関する規程その他の体制

（１）事業の継続、発展を実現するため、「リスクマネジメント委員会」を設置し、委員会の統括責任者としてリスクマネジメント担当取締役を任命す
る。

（２）「リスクマネジメント委員会」は、リスクの種類ごとに責任部署を定め、グループ会社の各責任者はリスク管理の実効性を高めるための諸施策
を立案、実施し、適宜リスク管理の状況をモニタリングする。

（３）「リスクマネジメント委員会」は、当社グループの経営に多大な影響を与えるリスクが発生した場合に備え、予め必要な対応方針、体制等を整
備し、発生したリスクによる損失を最小限にとどめるために必要な措置を講じるための対応を行う。

（４）債権管理等に関しては、債権管理に関連する規程、取引先選定基準等の事業遂行上のリスクを管理する規程等にしたがって処理し、事故の
防止に努める。

（５）経営会議、グループ経営会議及び情報セキュリティ委員会は、平時において有事対応体制の整備を行い、有事の対応については、当社グ
ループの職務分掌に基づく役割分担に応じ連携してこれにあたる。

４．財務報告の信頼性を確保するための体制

当社は、財務諸表及び財務諸表に重要な影響を及ぼす可能性のある情報を適正かつ適時に報告するため、内部統制の基本方針を定め、財務
報告の信頼性向上に係る内部統制システムの整備・充実を図る。

５．当社及び当社子会社の取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

（１）当社は、職務の執行の決定が適切かつ迅速に行われるよう、経営会議及びグループ経営会議を設置し、全般的経営方針、経営計画その他
職務執行に関する重要事項を協議する。

（２）当社及び当社子会社の取締役会において、経営計画の策定、経営計画に基づく各業務担当取締役による事業部門ごとの業績目標と予算を
設定し、月次並びに四半期業績管理を実施する。また、取締役会及び経営会議、グループ経営会議による月次、四半期業績のレビューと改善策
の実施を適切に行い、取締役の職務遂行の効率化を図る。

（３）取締役会が十分に機能するよう、その運営実務を遂行するための事務局を設置する。

（４）当社代表取締役社長は、当社グループの事業とスタッフから構成される全体組織を統括し、その効率的運営と監視、監督体制の整備を行う。

（５）各取締役の職務分掌と権限については、適切な役割分担と連携が確保される体制を構築する。

（６）コーポレート・ガバナンスの視点から、取締役の職務の執行を監視し、ガバナンスの強化を図るために、コーポレート・ガバナンス委員会を設
置する。

（７）当社及び当社子会社の中期経営計画及び年度予算を策定し、グループ全体としての目標達成に向けて、各社・各部門において具体的な戦略
を立案・実行できる体制を構築する。



６．当社子会社の取締役の職務の執行に係る事項の当社への報告に関する体制その他の当社及び当社子会社から成る企業集団における業務
の適正を確保するための体制

（１）子会社における取締役、監査役を当社から派遣し、取締役は子会社の取締役の職務執行を監視・監督し、監査役は子会社の業務執行状況
を監査する。

（２）当社は、当社グループの企業集団としての業務の適正性と効率性を確保するために必要な「関係会社管理規程」を策定し、本規程に基づき、
グループ会社の業務執行状況を的確に把握するため、必要に応じて関係資料等の提出を求める。

（３）グループ各社の代表取締役社長により構成される「グループ経営会議」を定期的に開催し、当社代表取締役による議事運営のもと、グループ
各社の代表取締役社長はグループ会社の営業成績、財務状況その他の重要な情報について報告し、グループ経営執行上の重要課題の審議決
定を行う。

（４）当社は、監査等委員が自らまたは監査等委員会を通じて当社グループ全体の監視・監督を実効的かつ適正に行えるよう、会計監査人及び監
査室との緊密な連携が維持できる体制を構築する。

（５）子会社は、当社との連携・情報共有を保ちつつ、自社の規模、事業の性質、機関の設計その他会社の個性及び特質を踏まえ、自律的に内部
統制システムを整備する。

７．監査等委員会がその職務を補助すべき取締役及び及び使用人を置くことを求めた場合における当該取締役及び使用人に関する事項

監査等委員会の職務を補助するために、監査等委員会から求めがあったときは、代表取締役社長との間で意見交換を行い、監査等委員会の職
務を補助する使用人として適切な人材を配置する。

８．前項の取締役及び使用人の他の取締役（監査等委員である取締役を除く）からの独立性に関する事項

（１）監査等委員会の職務を補助するための使用人については、その独立性を確保するために、当該使用人の任命、人事異動は、監査等委員会
が代表取締役社長との間で意見交換を行い、監査等委員会の同意を得て決定する。

（２）監査等委員会の職務を補助するための使用人についての人事考課は、その独立性を確保するために監査等委員会が行う。

９．監査等委員会の第７項の取締役及び使用人に対する指示の実効性の確保に関する事項

（１）監査等委員会の職務を補助するための使用人が他部署の使用人を兼務する場合は、監査等委員会に係る業務を優先して従事する。

（２）監査等委員会の職務を補助するための使用人に関して、監査等委員会の指揮命令に従う旨を取締役及び使用人に徹底する。

10．当社の取締役（監査等委員である取締役を除く）及び使用人並びに当社子会社の取締役、監査役及び使用人又はこれらの者から報告を受け
た者が監査等委員会に報告をするための体制、その他の監査等委員会への報告に関する体制

（１）当社及び当社子会社の取締役（監査等委員を除く）は、取締役会において定期的にあるいは随時その担当する業務の執行状況の報告を行
う。

（２）常勤監査等委員は、取締役会のほか、経営会議、グループ経営会議等の重要な意思決定が行われる会議に出席するとともに、稟議書その
他業務執行に関する重要な文書等を閲覧し、必要に応じて取締役（監査等委員を除く）及び使用人から説明を求める。

（３）当社及び当社子会社の取締役（監査等委員を除く）及び使用人は、当社グループ各社に重大な損失を与える事項が発生しまたは発生するお
それがあるとき、違法または不正な行為を発見したとき、その他監査等委員会が報告すべきものと定めた事項が生じたときは、直ちに監査等委員
会に報告するものとする。

11．前項の報告をした者が当該報告をしたことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保するための体制

（１）監査等委員会に報告を行った者が、当該報告を行ったことを理由として不利な取扱いを受けないことを確保する体制を整備する。

（２）通報者に不利益が及ばないよう内部通報窓口「コンプライアンス・ホットライン」への通報状況とその処理の状況を速やかに監査等委員会に報
告する。

12．監査等委員の職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生ずる費用の前払又は償還の手続その他の当該職務
の執行について生ずる費用又は債務の処理に係る方針に関する事項

監査等委員が、その職務の執行（監査等委員会の職務の執行に関するものに限る）について生ずる費用の前払又は償還の請求をしたときは、当
該請求に係る費用又は債務が当該監査等委員の職務の執行に必要でないと認められた場合を除き、速やかに当該費用又は債務を処理する。

13．その他監査等委員会の監査が実効的に行われることを確保するための体制

（１）監査等委員会は、定期的に代表取締役社長と会合をもち監査上の重要課題について意見交換を行う。

（２）監査等委員は、監査室と密接な連携を保つと共に、必要に応じて監査室に調査を求める。

（３）監査等委員は、会計監査人と定期的に会合をもち、意見及び情報の交換を行うとともに、必要に応じて会計監査人に報告を求める。

（４）監査等委員会の透明性、独立性を高めるため、法律が定める独立性要件を満足する監査等委員である社外取締役を任命する。

（５）監査等委員会は、必要に応じて、グループ各社の監査役・取締役監査等委員と会合をもち、監査上の重要事項があれば報告を受け、意見交
換を行う。

２．反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及びその整備状況

ＢＢＳグループは、市民社会の秩序や安全に脅威を与える反社会的勢力による不当要求等に対して毅然とした態度を堅持し、また、反社会的勢
力との関係を遮断することに努め、公共の信頼を維持し健全な企業経営を実現するため、2012年７月、以下の通り基本方針を定めました。



（ＢＢＳグループ　反社会的勢力への対応に関する基本方針）

１．取引を含めた関係遮断

反社会的勢力の不当要求等に対して毅然と対応する。また、反社会的勢力との関係を遮断する取組を行う。

２．裏取引や資金提供の禁止

反社会的勢力に対して、不祥事等を隠蔽するような裏取引は絶対に行わない。

また、いかなる理由があっても、反社会的勢力に対する資金提供は行わない。

３．外部専門機関との連携

反社会的勢力を排除するために、平素から、警察、弁護士、暴力団追放運動推進センター等の外部専門機関と綿密に連携する。

４．組織としての対応

反社会的勢力への対応については、担当者や担当部署だけに任せずに、経営陣以下組織として対応するとともに、役職員等の安全を確保する。

５．有事における民事と刑事の法的対応

反社会的勢力による不当要求がなされた場合等には、積極的に外部専門機関に相談し、あらゆる民事上の法的対応手段を講ずるとともに、刑事
事件化を躊躇しない。

Ⅴその他

１．買収防衛策の導入の有無

買収防衛策の導入の有無 なし

該当項目に関する補足説明

―――

２．その他コーポレート・ガバナンス体制等に関する事項

【適時開示体制の概要】

１．適時開示体制の整備及び運用状況

（１）適時開示体制の整備に向けた取組み

当社は、投資者への適時適切な会社情報の開示が健全な証券市場の根幹をなすものであることを十分認識するとともに、常に投資者の視点に
立った迅速、正確かつ公平な会社情報の開示を適切に行うことを基本方針としております。この基本方針の実践を確保するために、管理本部を中
心に社内体制の充実に努めるとともに、金融商品取引所等の主催するセミナー・勉強会に積極的に参加することにより担当者の知識レベルの向
上に努めております。

（２）適時開示担当組織の状況

投資者の投資判断に重要な影響を与えるものと考えられる各種情報について、当社はその情報を主管する部門ごとに、それぞれの部門でその情
報を所管し、遅滞なくＴＤｎｅｔにて開示しております。また、取引所との情報連携については、経営企画部がハブの役割を果たし、関係各部門に情
報を周知する体制をとっております。

２．適時開示手続き

当社の適時開示に係る社内手続きは、以下の通りです。

（１）情報開示担当部門ごとの分担及び枠割

会社情報の開示については、開示内容（情報の種類）により主管部門が、情報の収集・分析及び公表手続きを行うこととしております。すなわち、
決算情報、重要な決定事実に関する情報及び重要な発生事実に関する情報を収集・分析し、適時開示の必要性を確認した後、適時開示書類を
作成し、情報開示担当役員へ報告いたします。

（２）情報開示担当役員

情報開示担当役員は、情報開示担当部門から適時開示情報の報告を受けると、情報開示に関係する部門責任者を招集し、会社情報の開示を適
時・的確・公正に行うために開示情報の適正性・正確性を検証して、社長に報告いたします。適時開示書類に修正等を要する事項があれば、情報
開示担当役員は、これを情報開示担当部門へ差し戻します。

（３）社長

社長は、開示情報の重要性と適時性から取締役会の開催及び決議付議等について判断し、必要に応じてその承認を得、その結果を情報開示担
当役員へ伝達いたします。

（４）情報開示

情報開示担当役員は、社長からの承認結果を情報開示担当部門へ報告します。情報開示担当部門は、情報開示担当役員からの報告後、速や
かに情報開示を行います。
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国際ビジネス・ 
海外経験 

サステナ
ビリティ 

小宮 一浩 
代表取締役 

社長 
○  ○    ― ○  

松井 雅史 
取締役 

専務執行役員 
   ○ ○  ―   

井上 典久 
取締役 

専務執行役員 
     ○ ―   

上原  仁 
取締役 

専務執行役員 
 ○ ○  ○  ― ○ ○ 

新田 孝治 
取締役 

常務執行役員 
   ○   ―   

中村 裕仁 
取締役 

常務執行役員 
   ○   ―   

福田 啓一 
取締役 

常務執行役員 
   ○   ―   

谷渕 将人 
取締役 

常務執行役員 
 ○ ○    ―   

長家 広明 社外取締役  ○        

香川 尚彦 社外取締役 ○   ○  ○ ○   

渡邉 秀俊 
社外取締役 

（常勤監査等委員） 
○ ○ ○       

長谷川洋一 
社外取締役 

（監査等委員） 
○     ○  ○  

矢野奈保子 
社外取締役 

（監査等委員） 
 ○ ○    ○   

中島 康晴 
社外取締役 

（監査等委員） 
 ○ ○       

(注) 社内取締役については、全員業界経験・知見を有しております。 
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